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I Introduction

この論文の目的は近年のアセアンの台頭を鑑

みて,日本と合衆国とアセアン3国に関する時

系列分析を比較的新しいが成熟しつつある手法

を用いて,その結果を従来の研究成果と比較す

ることである｡ 現在,構造方程式分析と時系列

分析のいづれかが実証分析の主流である｡過去

の国際マクロ分析は経済企画庁の国際モデル,

この雑誌にある大西氏の京大環太平洋マクロモ

デルなど構造方程式分析が中心であった｡また

時系列分析ではいくつかの国々のVAR分析が

なされているが,経済変数が定常過程に従うこ

とを仮定した分析であった｡まず簡単に構造方

程式分析と時系列分析の発展と関わりをみてお

こう｡

60年代までは同時方程式によるマクロモデル

分析が政策分析の主流であった｡この頃の計量

経済学はこうした構造方程式分析をそのまま意

味しており,その精微化が学問的発展であった｡

70年代後半にルーカスがこうしたマクロモデル

に対して政策効果の無効性を主張した｡モデル

が大規模化しても予測の改善が一向になされず,

構造方程式分析への不信感がいくらか高まって

きたこともあり,この批判の影響は大きなもの

となり,これを契機に時系列モデル分析が注目

されてきた｡主だった批判は構造方程式モデル

は外生変数と内生変数の区別が窓意的1)であり,

予測の効率が時系列分析と変わらない点である｡

時系列分析は変数が確率過程に従うという前提

の分析である｡この頃の経済理論が合理的期待

仮説による確率変数の積極的な導入もあり,経

済変数が確率変数,つまり不確実性の積み重ね

の帰結という考えが受け入れられてきたことも

時系列モデル分析の台頭の要因の1つとなった｡

そして,両分析の優劣に関して若干の論争がお

こった｡80年代に英国計量経済学者による両者

の統合の試みが考えられ,Encompassingや

(Weak,Strong,Super)Exogeneityなど重要な

概念が確立した｡さらに,経済変数が定常確率

過程に従わないことが明らかになり,非定常分

析の研究が進行していった｡90年代に入ると非

定常分析と経済理論との関連も成熟し,実証分

析に使われるようになった｡この論文はこうし

た成果を国際経済学に生かした試みの一つであ

る｡

ここで扱う系列は1951年から91年までのアセ

アン,日本,合衆国のGNPの年次データ2)に

対数変換を施 したものである｡ それぞれをyA,,

y/I, yUtと表す｡図 1はこれらに関するプロッ

トである｡ さらに図2は階差を取ったものであ

る｡

ⅠⅠ Univariateanalysis

個々の変数に関してモデルの特定化をして,

それぞれが一次の和分過程に従うことを確かめ

よう3)｡

1) ただVARでも変数選択に関して懇意性があることに

注意｡

2) このデータを快く提供していただいた大西先生に感謝

します｡

3) さらなる考察が MorimuneandMiyazaki〔14〕で行わ

れている｡
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d) Dickey=Fuller〔1〕検定をおこなう｡ この検

定はy,-flo+Tt+

pyt-i+B(L)Ayt-i+u,というモ

デルで帰無仮説 Ho:p-1,γ-0,対立仮説Hl:P<1,γ≠0を検定するものである｡

つまり,帰無仮説を非定常とし,対立仮説を定常

とする検定をおこなうのである｡ この検定統計量は従来のt分布に従わないことが重要であ -.0
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でその目的は達成されているのである｡

それぞれの推定結果は

AyA,-0.29+0.01i-0.14yAt_1
(1.90) (1.98) (-1.79)

-0.10AyAt_1
(0.63)

AyJ,-0.70+0.04i-0.26yJ,-i
(2.71) (2.16) (-2.19)

10.16AyJ,_1
(0.94)

AyUt-0.83+0.01ilo.14yUt_1
(2.62) (2.58) (-2.43)

-0.12AyUt_1
(-0.72)

である｡ 括弧内は t値である｡ 誤差に系列相関

がないことが帰無仮説とした LM-testの統計

量はそれぞれ0.ll,1.41,0.05である｡ 自由

度 1のカイ2乗分布の5%有意水準が3.8であ

るから,すべての変数に関して仮説が棄却でき

ない｡さて,Ay,i(i-A,I,U)の t値をみても

明らかのように有意でないので,次にAyit(i-

A,I,U)を除いて推定すると以下の結果にな

る｡

AyA,-0.28+0.01i-0.13yAt_1
(1.90) (2.18) (-1.89)

AyJE-0.63+0.03i-0.21yJt_1
(2.62) (2.04) (-2.06)

AyU,-0.74+0.01i-0.13yU,_1
(2.51) (2.47) (-2.32)

誤差に系列相関がないことが帰無仮説とした

LM-testの統計量 はそれぞれ0.49,0.99,

0.71である｡自由度 1のカイ2乗分布の 5%

有意水準 3.8がであるから,すべての変数に関

して仮説が棄却できない｡

さて,TT-teStでの 5%有意水準は-3.52で

あるから,一次の和分過程に従うという帰無仮

説は棄却できない｡図 3 (a,b,C)はそれ

ぞれ逆向き回帰をしたときの係数yi,(i-A,I,

U)のt統計量とそのときの有意水準である｡

これらの図は常に帰無仮説が棄却できないこと

を示している｡ 最終的な回帰式はそれぞれ

AyA,-0.73(3.06)

第10号 (1996.4)

AyJ,-0.14(8.39)

AyU,-0.07(12.5) (1)

となる｡ 括弧内は g値である｡ 誤差に系列相関

がないことが帰無仮説とした LM-testの統計

量はそれぞれ0.26,0.03,0.04である｡自由

度 1のカイ2乗分布の5%有意水準が3.8であ

るから,すべての変数に関して仮説が棄却でき

ない｡さらに構造的安定性は図4より考察され

る｡ 以下,これらの構造は安定的と考えて多変

量解析を行う｡

2.2 MAunitroot

以上の検定は帰無仮説が非定常で,対立仮説

が定常の検定であったが,逆に帰無仮説が定常

で対立仮説が非定常の検定を行い,それを棄却

することでこれらの変数の非定常性を堅固なも

のにしよう｡

つまり,Saikkonen=Luukkonen〔17〕検定を

おこなう｡ これは

Ayt-fL-ur Ou,-1

というモデルで,帰無仮説 Ho:0-1,対立仮

説 Hl:0≠1を検定するものである｡

検定結果は表 1にある通 りである4)｡すべて

の変数に関して帰無仮説は棄却している｡ よっ

て,式(1)が最終的な回帰式であることを支持

するするものとなり,すべての変数は一次和分

の非定常時系列に従うと考えられる｡

* 1 77T-test(5%Criticalvalue:0.146)

Variable yA yJ yU

statlStlC 0.86 0.83 1.00

III Multivariateanalysis

3.1 VAR

まずVARモデルの特定化をする｡ VARモ

デルでもっとも難しいのはラグの選択である｡

決定的な統計手法がなく,ここでは情報量基準

4) 有意水準はKwiatkowskiet.al.〔13〕による｡ただこ

れは漸近分布であって,小標本分布でない｡
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図 3 RecursiveADF
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･---･･-を用いる5)｡さらに,過去の研究で日本と合

衆国のVAR分析が行われたことを鑑みて,3国モデルと2

国モデルとの比較を行う｡その結果が表 2である｡ この表から,ラグの長さ1の35) MorimuneandMantani〔14〕は非定

常分析でのVARのラグの長さに関するモンテカルロシュ

ミレーションを行っている｡そこではAICでは長めのラグを,SBICでは短めのラグを選択 し

がちであることを示している｡ 41図 4
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表 2 Informationcritique

VAR.foryJE,yUt

Laglength 1 2 3

AIC -5.67 -5.59 -5.39

SBIC -ll.1 -10.8 -10.5

VAR.foryAt,yJt,yUE

Laglength 1

AIC -6.75

SBIC -14.8

2 3

-6.45 -6.15

-14.1 -13.4

表 3 ForcastErrorVariancedecomposition

Shockofy.4t ShockofyJt Shockofy

Ut1 Std,Err. 1 2 3 Std,Err. 1 2 3 Std,Err. 1 2 30.14 100 0 0 0.10 0.67 99.3 0 0.03 0.7

2 6.50 92.82 0.18 99.3 0.67 0.02 0.14 4.24 95.4 0.34 0.0

4 0.48 19.2 80.33 0.21 97.9 2.09 0.03 0.18 8.61 90.5 0.92

0.05 0.41 33.2 66.35 0.23 93.2 6.73 0.03 0.23 16.6 81.1 2

.23 0.07 0.46 54.8 44.710 0.26 77.6 22.0 0.43 0.33 27.8 6

7.5 4.64 0.12 8.15 69.9 21.920 0.32 60.2 37.0 2.86 0.46 3

3.8 59.7 6.58 0.21 23.9 63.1 13.050 0.46 49.1 45.0 5.91 0.67 36.4 55.7 7.82 0.35 33.5 56.3 10.

3表 4 Cointegrationt

eststatistics71test(tracetest)Null Alter. Statistic 95%Crit

icalvaluer-0 γ-3

30.8 29.7γ-1 γ-3

8.84 15.4γ-2 γ-3 0.16 3.76

り,ヨハンセン法が正 しく行われるラグを取っ

ていることを示している｡このモデルのイ

ンパルス応答関数を図5にあげる｡ さらにその分

散分析を表3で示す｡それぞれに確率ショック

を与えてその反応を見るが,観測期間以上経過しても収束しない

ことが示されてい

る｡ これは,暗に長期的関係の存在を示して

いる｡3.2 ECM前節の分析でそれぞれの変数が一

次和分に従っていると考えるので,Engle

andGranger〔2〕が定義した共和分

関係が成り立っているかどうか考えよう｡ さて,以下では Johansen

〔9〕に従って定式化する

｡yt-(yjLt,yJL,yUE)′とするとラグ1のVARは Ctest(maximal-eigenvaluetest)Null

Alter. Statistic 95%Criti

calvalue〟-0 タ.-1

21.9 21.0r-1 r-2

8.68 14.1r-2 r-3 0.16 3.76

y,-FL+1Iyト1+E,とな

る｡ これをECM表記に表すとAyt-fL

+αβ′y,_1+E,となる｡ ここで α,

βは nxr行列でそれぞれ共和分ベ

クトルと調整行列といわれる｡ このときの rが

共和分関係の数である7)0さっそく共和分

関係の数を確かめよう,それには最大固有値検定とトレース検定が

ある｡ このモデルでは固有値は0.442,

0.195,0.004であった｡これらを

使った結果が表4である｡ いづれの検定でもランクは1と考え

られる｡ これは先のECMは式(2)のように表せることを示

している｡7) r-0のと
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図5 ImpluseResponse
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[Az;;Uttt]- [:;U ]･ […:U ] lBA B JBU ･ [;:CEE,三111]･ l i;Utt, ]

(2)

さて,共和分ベクトルと調整行列であるがそれ 我々は,ECMとして,式(3)の定式化を得る｡

ぞれ次の表 5である8)｡

表 5 CointegratedVectorsandAdjustmentMatrix

CointegratedVectorsβ′

Variable yAt yJE yUl

yAt 0.16 0.76 -1.5

yJf -0.7 -2.1 1.19

Yut 0.00 0.29 -0.7

[ 三;;Utt,]- [≡:U ]･ li …… ]

この時の共和分残差は図5である｡

AdjustmentMatrixα

Variable yAI

yAL 0.29

yJ, -0.1

yUt 0.13

3

3

1

S

0

0

0

y

0
.

0

0

9

8

恥

.
2

1

1

0

0

0

[0.1 6 0.76 - 1 .53 ]

3.3 Exogeneity

外生性は Engleet.al.〔4〕によって明確化

された｡つまり,従来,構造方程式分析で扱わ

れていた先決性と (厳密な)外生性とは別に,

新たに弱外生,強外生,超外生を定義 し直 し

た9)｡これらの外生性についてはここで述べる

までもないことであるが,弱外生,強外生,超

外生について簡単にまとめ,参考文献を紹介す

る10)｡

弱外生とは外生変数に関する条件付きモデル

で推定してもパラメータの推定や仮説検定に関

する効率性が失われていないことを示す概念で

ある｡ 非定常系列でのこうした検定は Johan-

8) 共和分ベクトルの基準化はMicro丘tに従った故に,

多くの実証分析で使われるPC-GIVEとは異なること

に注意｡

9) こうした背景にはルーカスが同時方程式モデルによる

政策分析が無効であることを主張したり,時系列分析の

浸透によって英国計量経済学者たちがDGPを重視し始

めたことがある｡

10) さらに詳 しく,共和分 との関係について Ericsson
〔6〕を参照せよ｡

sen〔10〕〔11〕で述べられている｡

強外生は弱外生にグランジャ-の意味で因果

的でないことを加えたものである｡ 外生変数を

所与とした予測に関してそのフィー ドバ ックを

考慮しなくてもよい｡つまり,強外生とは弱外

生に予測の有効性が加わったものである｡ 非定

常系列でも基本的にはレベル変数での因果性検

定でカイ2乗分布に従うが,若干の例外がある｡

その点 については Sims,StockandWatson

〔18〕や TodaandPhillips〔19〕を参照すれば

よい｡
超外生は弱外生に政策分析が有効であること

が加わった概念である｡ つまり,外生変数を変

化させても方程式の係数が ｢不変｣であること

が重要である｡ この検定 については Hendry

〔8〕や EngleandHendry〔3〕で述べられて

いる｡

さて,外生性の検定を行うが,ここで採用さ

れたモデルのVARのラグは1であるため,弱

外生と強外生は一致しており,更に超外生につ

いては採用した変数の性格上意味をなさないこ

とに注意して,弱外生の検定を行う｡ その結果

が表 6である｡
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表 6 TestofStrongExogeneity

Hypothesis statlStlCS

αA-0

αJ=0

αU=0

α′=αU=0

αA=αJ=O

aA=aU=0

9

5

8

3

9

4

4

4

･

･
9

･
3

3

5

･

7

1

1

1

1

3

自由度が制約の数のカイ2乗分布に従 う11)

ので,これらの仮説を棄却で きないのはα′-

0 とcrA-α7-0のときである｡ このことより,

先のECMは

[三ZAUt,]- lpP:AU]I [;AU]AyJ,

I [:AU]lpAPJBU,ly::UtEt--:ll]I lEEAU tt ]

もしくは

AyU,-FL"U+T'AAyA,+T'JAyJ,

+αUlβAβJβU]

yAtll

yJt-I
gut-I

と書き換えて推定 しても効率は失われないこと

となる｡ 更に外生変数を所与とした予測 も意味

を持つことになる｡ これらのモデルはADLモ

45

デルもしくはへンドリーモデルといわれて,経

済学的意味を多 く持つ重要なモデルである｡

上の2つのどちらのモデルを選択すればよい

かについての基準は明確でない｡また,この論

文では経済的意味に関する深入 りは避けるが,

もし仮に後者のモデルが選択されたならば,日

本とアセアンのGNPはこの2国間で構成され

ており,その結果が合衆国のGNP-影響を与

えていることになる｡

3.4 Forecast

予測は時系列分析で最も重要なもので,存在

意義の全てであると言い切れる｡ 共和分モデル

の予測に関 しては EngleandYoo〔5〕が考察

している｡ この論文での主な結論として VAR,

ECM の MSFE はそれぞれ 0(h),0(1)であ

ることと,長期的には ECM の方が,短期的

には少 しだけ VARの方が予測精度が良いこと

である｡

さて,式(3)での予測結果はVARについて

は図 7,ECM については図 8である｡ 観測期

間は1991年まででそれ以降が予測期間である｡

この図より1999年に日本のGNPはアメリカを

抜 くことが示される｡ アセアンの将来は日本や

アメリカに比べて不確実性が高いことも示され

る｡

図 6 ResidualsofCointegratingvector

1951 1961Residuals-ll) より一般的な検定はJohansen〔9〕を見
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図7 ForcastofVAR
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図8 ForcastofECM
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ⅠV Conclusion

以上,近年の時系列分析 (特に非定常分析)

手法を日本,合乗国,アセアンのGNPに関し

て用いた結果である｡強調すべきことは時系列

分析は観測されるデータをもとに形成された結

果であり,それをもとに経済理論的意味づけが

考察および確認される点である｡ この雑誌の大

西論文の構造方程式モデル分析はむしろ経済理

論がまずあり,それに全面的に依拠した構造方

程式が組み立てられ,分析がなされる｡ ここで

の時系列分析との研究結果を比較していただき

たい｡

構造方程式分析は経済理論の信悪性に依拠し,

分析結果の頑健性にいささか疑問がある｡ ただ,

経済理論に依拠するがゆえ多くの変数を含んだ

分析が可能になる｡年次データでの時系列分析

では自由度と観測期間の関係上ここで扱った3

変数が限界である｡ 他にも両分析には長所や短

所があり,その優劣は簡単に結論づけられない｡
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